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鳥取県立美術館整備運営事業に関する支援決定について 

 

株式会社民間資金等活用事業推進機構（以下「機構」といいます。）は、鳥取県立美術館整備運

営事業（以下「本事業」といいます。）に関して特定選定事業等支援を実施するため、民間資金等

の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号）第５４条第

１項により、対象となる事業者及び当該特定選定事業等支援の内容について、以下の通り決定し

ました。 

 

１．本事業の概要について 

本事業は、昭和４７年に①自然、②歴史・民俗、③美術の３分野を有する総合博物館として開

館した鳥取県立博物館（鳥取市。以下「県博」といいます。）について、施設の老朽化による不具

合や収蔵スペースの不足が顕著となってきたことを踏まえ、美術分野を新たに整備する鳥取県立

美術館（倉吉市）へ移転するものです。 

鳥取県立美術館では、県博が蓄積した美術作品や人的ネットワーク等を着実に引き継ぎ、県民

の宝である美術作品を適切に守り次世代へ伝えるとともに、国内外の優れた美術作品の企画展示、

県内美術創作者等への発表機会の場の提供、次代を担う子どもたちの想像力や創造性を育むため

の「美術を通じた学び」の支援等を行う予定です。 

本事業は、民間活力やノウハウを活用することで、美術館の整備、維持管理・運営を効果的か

つ効率的に実施するとともに、地域・学校・県民との連携協働を進め、地域資源や周辺施設との

連携協力による賑わいづくりや街づくりに貢献していくことで、美術館の魅力のさらなる向上を

図り、「未来を『つくる』美術館」を実現することを目的としているものです。 

 

２．対象事業者について 

対象事業者名：鳥取県立美術館パートナーズ株式会社 

※鳥取県立美術館パートナーズ株式会社は、本事業実施のために、大和リース株式会社（代表

企業、本社所在地：大阪市中央区）、株式会社竹中工務店（本社所在地：大阪市中央区）、アク

ティオ株式会社（本社所在地：東京都目黒区）、株式会社丹青社（本社所在地：東京都港区）、

三菱電機ビルテクノサービス株式会社（本社所在地：東京都荒川区）、山陰リネンサプライ株

式会社（本社所在地：鳥取県鳥取市）、富士綜合警備保障株式会社（本社所在地：鳥取県鳥取

市）、株式会社懸樋工務店（本社所在地：鳥取県鳥取市）、セコム株式会社（本社所在地：東京

都渋谷区）の出資により設立された特別目的会社です。 

 

３．特定選定事業等支援の内容について 

機構は、対象事業者に対して融資による特定選定事業等支援を実施する予定です。 

以上 


